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当該事業場において現に行っている事業に関する事項
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④ 産 業 廃 棄 物 の
一連の処理の工程

・事業場で発生した産業廃棄物は、全て中間処理、再生処理業者に
委託する。

（第１面）

③ 従 業 員 数 ３８４人（令和５年１２月末）

産業廃棄物処理計画書

西宮市池田町１２－２０

㈱新井組　代表取締役　馬場公勝

０７９８－２６－８４４９　

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条第９項の規定に基づき、産業廃棄物の減量その他そ
の処理に関する計画を作成したので、提出します。

株式会社　新井組

兵庫県西宮市池田町１２－２０

令和６年４月１日　から　令和７年３月３１日

① 事 業 の 種 類 ０６総合工事業

② 事 業 の 規 模 ２２，７４３百万円（令和５年１２月末）



産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

（管理体制図）

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

【前年度（令和　 5 年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の分別に関する事項

・同上

排 出 量_

・実寸発注を優先
・ユニット化工法の選択優先
・梱包の簡略化

②計画

産業廃棄物の種類_

排 出 量_

・現状の取組を継続

①現状

（分別している産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）
・汚泥、がれき類は発生の都度分別集積する。
・廃プラスチック類、木くず、紙くず、ガラスくず・コンクリートくず及び陶磁器くずは分別収集
が可能な場合、分別収集する。また、分別が困難な場合、建設混合廃棄物とする。

②計画

(今後分別する予定の産業廃棄物の種類及び分別に関する取組)

（第２面）

・別紙管理体制図のとおり

①現状

産業廃棄物の種類_
別紙集計用シートのとおり

別紙集計用シートのとおり



自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項

【前年度（令和　 5 年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項

【前年度（令和　 5 年度）実績】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

無し

②計画

産業廃棄物の種類_

自 ら 熱 回 収 を 行 う
産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減量する
産 業 廃 棄 物 の 量

自ら再生利用を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

無し

①現状

産業廃棄物の種類_

自ら熱回収を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により減量した
産 業 廃 棄 物 の 量

無し

②計画

産業廃棄物の種類_

自ら再生利用を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

無し

（第３面）

①現状

産業廃棄物の種類_
別紙集計用シートのとおり

別紙集計用シートのとおり

別紙集計用シートのとおり

別紙集計用シートのとおり



自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項

【前年度（令和　 5 年度）実績】

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の処理の委託に関する事項

【前年度（令和　 5 年度）実績】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

（第４面）

無し

②計画

産 業 廃 棄 物 の 種 類

自 ら 埋 立 処 分 又 は
海洋投入処分を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

無し

①現状

産業廃棄物の種類_

自 ら 埋 立 処 分 又 は
海洋投入処分を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

①現状

産業廃棄物の種類_

全 処 理 委 託 量_

優良認定処理業者への
処 理 委 託 量

再生利用業者への
処 理 委 託 量

認定熱回収業者への
処 理 委 託 量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処 理 委 託 量

・可能な限り優良認定処理業者への委託を行う

別紙集計用シートのとおり

別紙集計用シートのとおり

別紙集計用シートのとおり



【目標】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

※事務処理欄

・継続して可能な限り優良認定処理業者への委託を行う

認定熱回収業者への
処 理 委 託 量

認定熱回収業者以外の
熱回収を行う業者への
処 理 委 託 量

（第５面）

②計画

産業廃棄物の種類_

全 処 理 委 託 量_

優良認定処理業者への
処 理 委 託 量

再生利用業者への
処 理 委 託 量

別紙集計用シートのとおり



（第６面）
備考
　１　前年度の産業廃棄物の発生量が1,000トン以上の事業場ごとに１枚作成すること。
　
　２　当該年度の６月30日までに提出すること。
　
　３　「当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は、以下に従って記入するこ
     と。

　　(1)①欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。
　　(2)②欄には、製造業の場合における製造品出荷額（前年度実績）、建設業の場合における元請
　　　完成工事高（前年度実績）、医療機関の場合における病床数（前年度末時点）等の業種に応じ
　　　事業規模が分かるような前年度の実績を記入すること。
　　(3)④欄には、当該事業場において生ずる産業廃棄物についての発生から最終処分が終了するま
　　　での一連の処理の工程（当該処理を委託する場合は、委託の内容を含む。）を記入すること。
　
　４　「自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、自ら中
　　間処理を行うに際して熱回収を行った場合における熱回収を行った産業廃棄物の量と、自ら中間
　　処理を行うことによって減量した量について、前年度の実績、目標及び取組を記入すること。
　
　５　「産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、全処理委託量
　　を記入するほか、その内数として、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行
　　令第６条の11第２号に該当する者）への処理委託量、処理業者への再生利用委託量、認定熱回収
　　施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の認定を受けた者）であ
　　る処理業者への焼却処理委託量及び認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者へ
　　の焼却処理委託量について、前年度実績、目標及び取組を記入すること。
　
　６　それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは、当該欄に「別紙のと
　　おり」と記入し、当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、産業廃棄物の
　　種類が３以上あるときは、前年度実績及び目標の欄に「別紙のとおり」と記入し、当該欄に記入
　　すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、それぞれの欄に記入すべき事項がないとき
　　は、「―」を記入すること。

　７　※欄は記入しないこと。



産　　 　　業　　　　廃　　　　棄　　　　物　　　　処　　　　理　　　　計　　　　画　　　　書　　　　の　　　　〔　集　　計　　用　　シ　　ー　　ト　〕

（ ⑩＝ ①-②-③-④＋⑥-⑧-⑨ ＝⑫＋⑬＋⑭＋⑮＋⑯ ）

　　　　　　委　託　先　に　よ　る　区　分

前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標 前年度実績 今年度目標

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

3 0 0 3 0 3 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

56 50 0 0 56 50 56 50 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

10,783 9,600 0 0 10,783 9,600 10,783 9,600 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

171 160 0 0 171 160 171 160 0 0 0 0

18 0 0 18 0 18 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

149 140 0 0 149 140 149 140 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

61 50 0 0 61 50 61 50 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

11,243 10,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11,243 10,000 11,093 9,860 0 0 0 0 0 0 149 140 1 0 0 0 0 0

　　（注１）トン未満は原則として四捨五入。ただし，数字が有効であれば小数点以下３桁まで記載は可。

合計

紙くず

木くず

繊維くず

動植物性残渣

動物系固形不要物

石綿含有産業廃棄物

廃石膏ボード

混合廃棄物（安定型）

混合廃棄物（管理型）

蛍光灯

ばいじん

燃え殻

汚泥

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類

ゴムくず

金属くず

ガラスくず，コンクリートく
ず及び陶磁器くず

鉱さい

がれき類

⑩の量のうち，委託して破砕等の
中間処理した量（⑫～⑭を除く）

⑩の量のうち，直接委託して
埋立て最終処分した量

⑩の量のうち，優良認定処理業者
への委託処理量

②の量と⑧の量を合計したもの
（自動計算）

③の量と③の量を合計したもの
（自動計算）

⑥の量のうち，自ら利用し，
又は他人に売却した量

⑥の量のうち，自ら埋立処分
及び海洋投入処分した量

中間処理及び最終処分を委託した
量

⑩の量のうち，処理業者への
再生利用委託量（⑬，⑭除く）

⑩の量のうち，認定熱回収施設
設置者である処理業者への焼却

処理委託量

⑩の量のうち，認定熱回収施設
設置者以外の熱回収を行っている

処理業者への焼却処理委託量

⑮その他の中間処理
　　委託量(t)

⑯埋立処分委託量(t)

法で定められている種類（シュ
レッダーダストなど，一体不可分
のものについては，空欄行に記

載してください。）

当該事業場において生じた
産業廃棄物の種類ごとの量

①の量のうち，中間処理をせず
直接自ら再生利用した量

①の量のうち，中間処理をせず自ら
埋立処分又は海洋投入処分した量

①の量のうち，自ら中間処理した
産業廃棄物の当該中間処理前の量

④の量のうち熱回収を行った量 自ら中間処理を行った後の量 ④の量から⑥の量を差し引いた量

⑦　自ら中間処理により減量した量(t) ⑧　自ら中間処理した後
再生利用した量(t)

⑨　自ら中間処理した後
自ら埋立処分又は

海洋投入処分した量(t)

⑩直接及び自ら自己処理
した後の処理委託量(t)

②＋⑧自ら再生利用を行った量(t) ③＋⑨自ら埋立処分又は
海洋投入処分を行った量(t)⑪　優良認定処理業者

への処理委託量(t)⑫再生利用業者への
　処理委託量(t)

⑬熱回収認定業者
　への処理委託量(t)

⑭熱回収認定業者以外の
　熱回収業者への処理委託量(t)

産業廃棄物の種類 ①　排出量(t) ②　自ら直接再生利用した量(t) ③　自己直接埋立処分又は
海洋投入処分した量(t)

④　自ら中間処理した量(t) ⑤　④のうち熱回収を行った量(t) ⑥　自ら中間処理した後の残さ量(t)

・下表にない種類の産業廃棄物については，「産業廃棄物の種類」欄に，品目名を記載してください。
・行が不足すれば，適宜追加してください。



１、廃棄物管理体制
　1.1 社内体制の整備
　　　　本社、作業所における関係者の責務と役割を明確にする。（組織図１－１）

図　１－１　組織図

　1.1.1 本社担当部は廃棄物の処理方針を定め、長期的、計画的な処理の管理に努める。
　　　　　　このため、廃棄物処理総括責任者を定め、以下の業務を行う。

① 管理組織の整備
② 基本方針の決定
③ 処理マニュアルの作成
④ 職員、下請業者の教育、指導と啓発
⑤ 法令の改正、行政庁の指導内容等の周知
⑥ 建設廃棄物の発生量の把握、処理実績の集計および記録

２、作業所における処理計画
　2.1 廃棄物処理責任者は建設廃棄物の減量化を図るため、ならびに建設廃棄物を適正に
　　　　処理するために発注者の仕様書等に基づき建設廃棄物の保管、収集、運搬、中間処理
　　　　および最終処分に関する具体的な処理計画を作成する。

　2.2 処理計画の作成にあたっては次の点に留意する。
① 発注者および処理予定業者と事前に打合せを行う。
② 施工方法を検討し、減量化を計画する。
③ 建設廃棄物の発生量を予測する。
④ 適切な処理方法を選定する。

３、委託処理
　3.1 委託契約
　　3.1.1 建設廃棄物の処理を委託する場合には、収集、運搬業者および処分業者から
　　　　　 許可証の提示をを求めること等により、以下の項目について確認するとともに、
　　　　 　実地調査や写真等によって最終処分場の状況（残存容量等）を確認する。

① 業の区分
② 産業廃棄物の種類
③ 処理施設の能力
④ 許可の条件および期限
③ 発生地と処分地の当道府県知事等の許可

建設廃棄物に係る管理規定

本社 廃棄物処理総括責任者 工事部長

作業所 廃棄物処理責任者 作業所長

廃棄物処理担当者 係員

処理業者 収集運搬業者 中間処理業者 最終処分業者



　　3.1.2 建設廃棄物の処理を委託する場合には、廃棄物処理法に定める委託基準に従って、
　　　　　 事前に委託契約を行う。

　　3.1.3 収集、運搬業者および処分業者とそれぞれ委託契約を行う。

　　3.1.4 建設廃棄物の処分が完了した場合に、処分業者が排出事業者に処分が完了した
　　　　　 旨を速やかに報告させる。

　3.2 委託の実施
　　3.2.1 建設廃棄物の委託に際しては、処理計画に基づいた適正な処理が行われる
　　　　　 よう適切な措置を講じる。

　　3.2.2 運搬車両ごとにマニフェストを発行し、廃棄物の種類、性状、処分方法、処分先および
　　　　　 取扱い上の注意すべき事項等を収集、運搬業者におよび処分業者に対し、明確に指示する。
　　　　　 

　　3.2.3 処分業者による処分についてマニフェストにより確認するとともに、必要に応じ
　　　　　 現地調査等により確認する。


